
（推薦者が日本学士院会員である場合）

推 薦 者
日本学士院会員（第〇部第〇分科所属）
氏 名 自 署
住 所

日本学士院長 杉村 ø 殿

（推薦者が日本学術会議会員である場合）

推 薦 者
日本学術会議会員（第〇部所属）
氏 名 自 署
住 所

日本学士院長 杉村 ø 殿

氏 名年齢
所属団体名及び当該
所属団体における地
位
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日本学士院会員選定規則（抄）
（候補者の推薦）
第３条 日本学士院会員候補者の推薦をなし得る者は次のとおりとする。
\ 学術機関（大学の各学部及び研究所を含む。）及び学会（学術機関及び学会を以下「学術団体」
という。）

] 日本学士院会員
^ 日本学術会議会員
２ 前項の推薦資格者は、各学術団体又は各個人ごとに候補者１名を推薦することができる。
３ 日本学士院会員と日本学術会議会員との２つの資格を有する者が候補者を推薦する場合には、日
本学士院会員の資格をもってこれを行うものとする。
４ 日本学士院会員は、その所属する分科の候補者に限り推薦することができる。
５ 日本学術会議会員は、その所属する部に相当する分科の候補者に限り推薦することができる。
６ 推薦者は、次の事項を記載した推薦書を、日本学士院長に提出しなければならない。
\ 被推薦者の氏名、本籍（都道府県名のみ記す。）及び住所
] 所属すべき分科
^ 履歴（概要でよい。）
_ 主要な学術上の業績（その大要を記載する。）
` 主要な著書及び論文の目録（簡単な解説を附する。）
７ 推薦書は、別記の書式により、推薦者（学術団体の場合にはその代表者とし、その代表者の団体
における地位、役名等を記す。）の署名を必要とする。
８ 推薦には本人の承諾を必要としない。但し、本人はこれを辞退することができる。
９ 推薦書は、あらかじめ公示された提出期間内に、日本学士院事務室あてに送付しなければならな
い。

10 郵送による推薦書が期間経過後に到達したときは、郵便官署の日附印により、期間内の発信を確
認し得る場合に限り、期間内に提出されたものとみなす。

11 推薦書が期間経過後に提出された場合には、これを受理しない。推薦書がいちじるしく要件を欠
くときも同様である。

12 提出した推薦書に不備があるときは、推薦者はこれを補正しなければならない。
13 選考委員会が、補正を条件として推薦書を受理した場合において、委員会の定める期間内に補正
しないときは、その受理を無効とする。
（被推薦者）
第４条 推薦される候補者は、学術上功績顕著な科学者でなければならない。その資格の判定は選考
委員会の審査による。

労 働

労働保険審査官及び労働保険審査会法第５条の規
定に基づく関係労働者を代表する者の候補者の推
薦について
今般、徳島労働局の関係労働者を代表する者赤
松邦博の辞任の申し出に伴い、労働保険審査官及
び労働保険審査会法（昭和31年法律第126号）第
５条及び同法施行令（昭和31年政令第248号）第
２条第２項の規定に基づき、補欠の関係労働者を
代表する者を指名したいので、資格ある労働者団
体は、下記により関係労働者を代表する者の候補
者を推薦されたい。
平成 26年１月 10日

厚生労働大臣 田村 憲久
記

１ 推薦資格 雇用保険の被保険者が加入してい
る労働者団体であって、徳島労働局の管轄区域
内に組織を有するものであること。
２ 推薦手続 推薦に当たっては、別紙様式の推
薦書の正本及び副本に履歴書２部を添付して提
出すること。
３ 推薦締切日 平成26年１月24日
４ 推薦書及び添付書類の提出場所 徳島労働局
職業安定部職業安定課
様式

平成 年 月 日
厚生労働大臣 殿

団体名及びその代表者名
印

労働保険審査官及び労働保険審査会法第５条の
規定に基づく関係労働者を代表する者の候補者と
して、下記の者を推薦します。

~１ 所属団体名及び当該所属団体における地
位の欄には、被推薦者の所属する団体及び
当該所属団体における地位（２以上ある場
合は、その全部を列挙する。）を記入するこ
と。
２ 略歴の欄には、被推薦者の所属し、又は
所属していた団体における略歴を記入する
こと。

公 聴 会

一 般 ガ ス 供 給 約 款 の 変 更 の 認 可 に 係 る 公 聴 会 の 開

催
ガ ス 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 五 年 通 商 産 業 省

令 第 九 十 七 号 ） 第 百 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、

件 名 、 公 聴 会 の 期 日 及 び 場 所 並 び に 事 案 の 要 旨 を

次 の よ う に 告 示 す る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 十 日

中 国 経 済 産 業 局 長 若 井 英 二

一 件 名 米 子 瓦 斯 株 式 会 社 申 請 の 一 般 ガ ス 供 給

約 款 の 変 更 の 認 可 に 係 る 公 聴 会

二 期 日 平 成 二 十 六 年 二 月 五 日 午 後 二 時 か ら

三 場 所 米 子 市 文 化 ホ ー ル 研 修 室 １ （ 鳥 取 県

米 子 市 末 広 町 二 九 三 番 地 ）

四 事 案 の 要 旨

１ 延 滞 利 息 制 度 の 導 入 に 係 る 一 般 ガ ス 供 給 約

款 の 変 更

２ 詳 細 は 、 中 国 経 済 産 業 局 資 源 エ ネ ル ギ ー 環

境 部 電 力 ・ ガ ス 事 業 課 ガ ス 事 業 室 （ 広 島 県 広

島 市 中 区 上 八 丁 堀 六 番 三 十 号 ） 及 び 米 子 瓦 斯

株 式 会 社 （ 鳥 取 県 米 子 市 旗 ヶ 崎 二 二 〇 〇 番 地 ）

に お い て 閲 覧 に 供 す る 。

五 そ の 他

１ 公 聴 会 に 出 席 し て 意 見 を 述 べ よ う と す る 者

は 、 別 記 様 式 に よ り 、 住 所 （ 郵 便 番 号 及 び 電

話 が あ る 場 合 は 電 話 番 号 を 付 記 す る こ と 。 ） 、

氏 名 （ ふ り が な を 付 す こ と 。 ） 、 職 業 （ 団 体 又

は 企 業 に あ っ て は 、 そ の 名 称 、 所 在 地 及 び 代

表 者 の 氏 名 並 び に そ の 団 体 又 は 企 業 を 代 表 し

て 意 見 を 陳 述 す る 者 の 氏 名 （ ふ り が な を 付 す

こ と 。 ） 及 び 職 名 ） 及 び 意 見 の 概 要 を 記 載 し た

中 国 経 済 産 業 局 長 あ て の 意 見 陳 述 届 出 書 （ 一

人 一 通 に 限 る 。 ） を 作 成 し 、 封 筒 の 表 に 「 米 子

瓦 斯 関 係 公 聴 会 陳 述 希 望 」 の 旨 を 記 載 し て 、

平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 二 日 ま で に 中 国 経 済 産

業 局 資 源 エ ネ ル ギ ー 環 境 部 電 力 ・ ガ ス 事 業 課

ガ ス 事 業 室 （ 郵 便 番 号 七 三 〇 e 八 五 三 一 広

島 県 広 島 市 中 区 上 八 丁 堀 六 番 三 十 号 ） に 到 達

す る よ う 提 出 す る こ と 。

な お 、 意 見 陳 述 の 届 出 が 多 数 の 場 合 は 、 中

国 経 済 産 業 局 長 が 意 見 を 述 べ る こ と の で き る

者 を 指 定 の 上 、 そ の 旨 を 届 出 者 あ て 通 知 す る 。˜
˜
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